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教育基本法制と社会教育行政

"" f?'iJ 倉 調 沼
正司

概 要

社会教育行政の内容を規定している社会教育法は，ぎうまでもなく憲法，教育基本法の精神をうけついで、いる。し

かし，従来までの社会教育研究において，覧禁法，教育基本法と社会教育法，社会教育行政との関連を明らかにする作

業は必ずしも充分なされているとはいえなかっtc.o ヌド務は，これらの法の関速をさぐり，社会教育法を分析し，更に
社会教育の立場から教育基本法を評価することを目的としている。

療法の精神を教育的に表現したのが教育基本法で、あるが，憲法は具体的には学問(学習)の自由と教育の機会均等と

いう自由権，社会権の両面から国民の権利としての教育を根拠づけている。

教育議本法は「民主的で文化的な国家建設J，r世界の平和と人類の福祉への食献」を二本の柱にかかげ，これを実
現するためには教育援受の可能性のあるすべての場所において教育が行わるできであるとし，社会教育の重要性を確

認している。そして第7条において，国や地方公共弱体は社会教育を奨励すべきことを，第 10条においては，教育

行政の教育への関与の条件を規定しており，社会教育行政の方向を示している。

社会教育を基本的に根拠つ寺けている教育基本法は，戦後の新しい教育の大方針を示した特別な法律とされている

が，これを改正してしまおうとしたり，骨抜きにしてしまおうとする一連のうごきがみられることは注意すべきであ

る。

社会教育法は，社会教育関係諸法の中心をなすものであるが，戦前の中央集権約社会教育行政に対する反省の意味

もあって，教育基本法制定より 2年余りおくれて制定された。

社会教育に関する鼠及び地方公共団体の任務を明らかにすることを目的としたこの法律は r援助はするが干渉せ
ず」という根本渡念がその前提となっている。

こうした理念をつらぬくために社会教育法が制定されたとすれば厳期的なことであるが，実際は制定当初こそ教育

行政当局もこの理念を忠実に守る姿勢を一応示していたものの，約10年間になされた一連のうどきをみると， r子主主J
は強化され， r援助」はあいまいになる一方であった。叉内容的にも国及び地方公共団体の任務を必ずしも明らかにし
ているとはいえず，理念j二でも，実際上でも一定の条件がととのった段階で、何らかの手なおしが必要と考えられる。

社会教育法がかくも中途半端になった原因の一つに，教育基本法において社会教育に関する規定が必ずしも充分で

はないことがあげられる。社会教育専門職員の位置づけ，教育の機会均等のおよぶ範閉，社会教育における「条件整

備jの性格等は全くあいまいといえ，学校教育基本法であっても社会教育基本法たりえないとする考え方もでてくる。

しかし，教育基本法は教育の大方針を示した特別な法であり，それだけに抽象的にならざるをえない爵も考慮すべ

きである。むしろ教育基本法を社会教育の立場から稜極的に解釈することによって，より社会教育の根拠づけを強化

してゆくことが大切である。

とりわけ教育基本法第 10条は，社会教育が独自伎を発揮し，民主伎を保つ鍵となるような重要な原則が定められ

ており，それらを理論化してゆけば，民主性を阻むうごきを封ずるカとなりうるであろう。

沼 次

はじめに

第1章憲法の原理と教育基本法

1. 教育基本法制

2. 憲法の原理と教育関係条項

3. 教育基本法の内容

4. 教育基本法の性格
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はじめに

ヌド稿は，従来社会教脊研究者による教育行政の審籍が

数少ないことから，一昨年，山本敏夫，小111利夫両氏な

キャップとし， r社会教育行政入門jと題する論文集出
版が計画されていたが，いまだに日の目をみていない。

筆者は共同執筆者の一員として，この中の 1意を担当

し，一応脱稿するに至った。今回特に小)11利夫氏の許可

を得て，事前に発表し，諸氏の御批判をあおぐ次第であ

る。

第 1章憲法の原理と教育基本法

1. 教育基本法制j

「教育基本法制とは，現実に日本の社会を規定してい

る法体制である日本国奇襲法下の，教脊基本法を議商法規

範とする教育法大系や教育制度のしくみをさすJoi'tl
社会教育行政の基本的なあり方を規定した社会教育法

をはじめとする関係法律も，当然教育基本法制の重要な

ー奨をになっている。にも拘らず，従来多くの研究者に

よってなされてきた教育基本法研究のほとんどは学校教

脊を主体にしたものであり，社会教育を主体としたもの

はほとんどない。淘

本稿では，教育基本法の原理内容，社会教育法の涼理

内容について考察し，更に社会教育の立場から教育法本

法について分析する。

注 l 鈴木英一 f教湾基本法研究袋内J339]!{ (宗像誠也綴，教育基本
法，その意義と本質一新評論，昭和 41年〉

法2 最近のものでは山本敏夫氏が教育行政概説(御茶の水警務，昭和

42年〉の社会教育行政のところで触れているのが臣立つ程度であ
る。

2. 憲法の原理と教育関係条項

我闘が無謀な 15年戦争に突入し，国の内外に数々の

悲劇をもたらしたことは， まさに大日本帝間霊祭法(明治

懇法)体制の矛盾と欠陥の表現に伎ならない。 日本国憲

7. r干渉」の強化の側面
8. r援助」の原則の不徹底
9. その他の問題点

第3章社会教育の立場からみた教育基本法

1. 教育基本法の社会教育適用への基本的姿勢

2. 教育基本法の社会教予言への適用

法はこうした反省の下に，戦争放棄，主権在民，基本的

人権の保i療を中心に据えた。

明治憲法下においては，盤国強兵，天皇主権を基本と

し，函民の権利や自由は r憲法によって一つまり天皇
の意志によってー与えられたものであり，もとより憲法

より以前から存在するものとはなされなかった戸1が，

この明治憲法から，平和に徹する民主主義関家の建設を

主義本とする新慾法への転換がはかられた。これは国民各

自が人間の権利や自由，民主主義の意味を主主に理解する

ことによってはじめて実質的なものとなる。それには留

氏の不断の努力が必要であり，教育の成果にまっところ

が大きい。

一方，明治鐙法下の教育は，立法府の定めた法律では

ない勅令を基本として，医民教育を行なうという方針(教

育立法の勅令主義)をはじめ， 階級的差別と結びついて

いた複線型学制や，男尊女卑を助長する男女別学など，

人間を議加する教脊制度からなりたち，新覧表法とは全く

あし、いれざるものでるった。

かくして「臼本の教脊は・目新しい道擦にそい新しい指

導理念をもたねばならないことになったJoW2 そしてそ

の指導怒念の根拠となるものこそ日本国憲法である。

日本国憲法は，教育法令はもとより，他の諸法令も領

会の議決による法律をもって定めらるべき原則をかかげ

ている。すなわち，覧禁法第 41条に「国会は唯一の立法

機関であるJとし，更に第 73条6号に「憲法及び法律

の規定を実施するために，政令を制定するJという条文

があり，政令は法律に従属するものとしている点であ

る。闘しかしより直接的には，買禁法第 26条1項に「す

べての国民は法律の定めるところにより，その銘カに応

じてひとしく教育を受ける権利を有するJ(傍点引用者)

とあり，教育法裁の法律主義を現確にうちだしている。

この「教育に関する法律主義の原則は，戦前における勅

令主義と対比するとき，その形式上の変革はきわめて本

質的な教育の改革を意味することを示している。…教育

したがって教管制度は， Jこから与えられるものとする観

念を箆して，これを悶弐のものとする実態と体制を確保

したJ融盛期的な事柄であった。
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法律によって戦後の教育の指導理念を定めたのが，昭

和 22年3月に制定された教育基本法である。法律主義

という手続き上のことだけにとどまらず，その前文にも

あるように r憲法の精神に郎り，教育の目的を明示J
するために，内容爵でも多くの緩法の規定を根拠として

いる。兼子仁氏の解釈によると，教育基本法の根拠にな

っている憲法の規定は，前交を除いても 15条項に達し

ている。注S

直接的な関連をもつのは憲法の中の二つの教育条項で

ある。その 11主，学問の自由を保障した第23条であり，

その2は，教育の機会均等，義務教育を規定した第26条

である。部このような教育条項は，明治憲法には全くみ

られなかったものである。

思想の自治，信教の自由，表現の自由，結社の自由等

憲法で保障するー漆の自由権を教育的な函から保障する

ものとしての学問の自由の条項は，学潔の自由を含む広

義なものであり，社会教育の真髄たる国民の自由な学溜

活動を保障したものと解せられる。

一方，平和と民主主義に資する人間の育成という積極

的な憲法理念とともに，rすべての関民は健康で文化的な
最低限度の生活を営む権利を有する(買禁法第25条1獲)J

という社会権的な要請を教脊的な面から保障するものと

して，第26条が考えられるが， rすべての国民は…ーそ
の能力に応じてひとしく教育を受ける権利を有する」と

いう場合の教育とは， rけっして学校教育だけをさすの
ではなくて w家庭教育，社会教育，公民教育を含む広

畿のものである』ということは，憲法論のうえで，いっ

ぱんに認められているところである。Jli7

このような，自由権，社会権の荷額からの国民の教育

をうける権利の保障を基礎として， r教育基本法は，覧表
法の教育条項を兵体化するとともに，憲法の他の諸規定

の精神を教育約に表現している」注8のである。

注1宮沢俊幸皇， .A霊法37J託〈有望E告書，昭和24王手)
注2 米IIIt専， r語霊法と教育基本法J22頁，教育基本法，磁掲謬
注3岡EZ，有念ま霊吉 f教資基本法機関J317気，教育基本法，議掲議
i主4 有倉重苦言，教育関係法Il一法律学体系コ Y./-Yターノレ繍はしがき
(日本評論弘昭和33年〉

注5 兼子仁，教育法一法律学会築16巻8Jl:(有書聖書華，昭和38年)

主主6 同首，潤繭

住 7 福尾武彦「社会教育の燈史とま里論J94頁，現代社会教育…新教被
教養V9ーズ(奇童文堂新光経，昭和37伝〕

注8 兼子仁，教育法一法律学会築16巻8頁，毒事掲言書

3. 教育基本法の内容

教育基本法について， r法律にして本法のごとき前交
をもっ例はきわめて稀であるJ出といわれる。この前文
は3項に分かれている。

最初の項は「新慾法と教育の関係を明らかにしてい

るJoli2新憲法の理想すなわち， r民主的で文化的な国家
建設j，r世界の王子和と人類の福祉への貢献jを2本の柱
としてかかげ，その実現に教育のカが必要なことを述べ

ている。

第2主震は「本法を貫く精神，したがって新しい教育の

基調を示し，その普及徹底をはからなければならないこ

とを強調している」。出新しい教育の基調とは「偲人の

尊厳を護んじ，真理と王子和を希求する人間の育成」をま

ずかかげ， r普遍的にしてしかも偲性ゆたかな文化の創
造を目ざす教育の普及jと徹底をつぎにかかげている。

これこそが「棄に世界的な普遍性と妥当性をもった国民

教育の大精神j訟であるといえよう。

第3項は r本法制定の目的，並びに趣旨宏明らかに
しているJ。加すなわち，ここで今一度本法が憲法の精

神に則るものであることを確認した後，新しい日本の教

育の基本を確立するために立法されたことをとくにこと

わっている。

この前交の内務を基礎として，具体的に 11カ条の条

項がある。このうち第1条，第2条は教育全般に通ずる

Z重要な「教育の倒的j，r教育の方針」について定められ
ている。

第1条では主に前文の第2壌の精神を更に兵体化した

ものといえよう。そして内容的には四段に分つことがで

きるo

「教育は， (1)人格の完成を目ざし (2)平和的な溺家

及び社会の形成者として， (3)真理と正義を愛し，個人の

傾億をたつとび，勤労と責任を重んじ自主的精神に満

ちた， (4)身心ともに健全な閤民の育成を期して行なわれ

なければならないJ( ( )内数字引用者)。

「終戦前，教育とは閤家有用の人物とか，あるいは皇

国民の練成とか…教育勅語の趣旨念奉体することにある

といわれていた」凶のに比較して， r教育が何よりも人
格の完成を目ざして行なわれなければならj町ず， rこ
の人格の完成は，単に偲人のために偲人を完成するとい

うにとどまるものではなく，かかる人間が向待に~家及

び社会を形成するによい人間となるよう教育が行なわれ

なければならないこと j~泌が述べられている。そして平

和的な閤家及び社会というように， 霊祭法第9条(戦争放

棄)の::t安が生かされている。次に「平和的な国家及び

社会の形成者としていかなる資格が要求されるかj加に

ついて， (3)で示した四つの条件が並列的に示されている

が， r以上掲げた資格を僚えた国家及び社会の形成者宅ピ
最も兵体的な姿でとらえると，心身ともに健康な爵民と

いうことになるJ。注目

そしてこの第1条は， rその何人たるを関わず，教育
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に関与するものに課せられた『教育のg的』の突現への

義務と受任を定めたものである」注目と解釈できる。

このような汀教育の白的』をましく実現するために

は，これを定めた動機と主旨とに適合しかっ，これを

達成するために，最も適切な方針を確立して，この方針

に貝Ijした教育の実現が必要で、あるJ。注12 第2条はこのよ

うな意味において定められている。

「教育の筏的は，あらゆる機会にあらゆる場所におい

て実現されなければならない。この目的を達成するため

には，学防のおE訟を尊重し，実際性に郎し，自発的精神

を養い，自他の敬愛と協力によって，文化の創造と発展

に主主献するように努めなければならないJ(傍点引用者)。

前段であらゆる機会，あらゆる場所での教育の笑現を

うたっているが，これは「教育が単に人の学校教育をう

ける期間においてのみ実現さるべきものではなしづ注目こ

と r単に学校という場所において行なわるべきもので
あるとL、う綴念、にとらわれることなしそれは，教育授

受の可能性と実効性のあるすべての場所において…行わ

るべきである」設14ことを示した非常に重姿な内容のもの

であり，これが第7条にうけつがれて，社会教育関係法

につらなってゆくのである。

「後段は実質的に，教育に際しての心構えともなるべ

きものを示そうとするものであるj。設15 ここでは四つの

条件を付しているが，一般的には最初にあげられている

学問の自由の尊重量はとりわけ意味深いものがある。しか

し社会教育の側面からみた場合，実際生活ーに郎すること，

自発的精神を養うこと，自他を敬愛し協力することはそ

れに劣らず重要きなことである。これらは，教育の目的を

達成するため r不可分な要件として結びあわされなけ
ればならないが，本条ではそのことが問時に，文化の創

造と発展に貢献するための要件とされているJo!t16 

以下の条項とそのタイトノレ次のとおりである。

第 3条(教育の機会均等)

第 4条(義務教育)

第 5条 (男女共学)

第 6条(学校教育)

第 7条(社会教育)

第 8条(政治教育)

第 9条(宗教教育)

第10条(教育行政)

第11条(補郎)

第7条 f家庭教育及び勤労の場所その他の社会におい

て行なわれる教育は.~及び地方公共団体によって奨励

されなければならない。

関及び地方公共団体は，図番館，博物館，公民館号事の

施設の設置，学校施設の利用その他適当な方法によって

教育の目的の実現に努めなければならない。」

これは教育の目的達成が.r学校教育の努力とともに，
社会教育活動の広汎な渓関があってはじめて可能であ

るj注17ことをここでうたっている点に大きな意味があ

る。そして，第1項で「社会教脊の問題について，国お

よび地方公共団体が関心をもち，かつ積極的な奨励策を

講じなければならないと規定し，同時に第 2~誌において

その奨励策として具体的方策を示したものである」。注18

すなわち. rここでは，とくに社会教育に関する行政の
助長約性格を強調し」注目ているのである。

第10条 f教育は，不当な支配に服することなく，国民

全体に対し直接交任を負って行なわるべきものである。

教育行政はこの自覚のもとに，教育の民自告を遂行する

に必要な条件の裳俄確立を目標として行なわれなければ

ならない。」

ここでは，教育行政の基本的姿勢をさし示している。

そしてそのポイ γ トになるのは，第1項では「不当な支

配に服することなくJ.r国民全体に対してJ.r霞接交任
を負ってJ.の3点であり，第2項では「条件の整備凝立J

で、ある。

まず「国民全体に対して」という意味からみてゆこう。

「それは w間氏の，国民による，国民のための』とい

う民主主義の理念の教育への適用であるJ詮20と解せられ

る。注目

次に F直接交任を負ってJについては.rそれが教育委
員の公選という具体的な機構と手続とをさしていたJ注目

のである。一般行政からの教育行政の独立を規定した

「教育委員会法の立法の当時から一般にとられていた見

解であり，政府も叉このような解釈によっていたJ。注23教

育委員の公選は，民主主義理念の下での教育にとって欠

くことのできない重要な原員Ijで、あった。

第3に「不当な支配」とは何をさすのかについて述べ

てみよう。 r教育に侵入してはならない現実的なカとし
て，政党のほかに，官僚財総，総会等の，関民全体でな

い，一部の勢力が考えられる」注24が.rw不当な支配』の
可能的な主体として…第 10条がし、ましめている当面の

これらの中で社会教育行政にかかわりあってくる条項 ものは，まさに関家権力，公権力自体j注25であると解す

として，第3条，第7条，第8条，第9条，第 10条， べきであろう。すなわちここでは r教育権jの国家権
第 11条があげられるが，特に重姿な結びつきがあると カ，公権力からの独立，更に詳しくは教育行政からの独

考えられるのは，第7条と第10条である。 立の原則が規定されており，設問教育委員公選制とあわせ
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て， r教育の自由Jが二設がまえで守られるべきである
ことがうたわれているのである。

教育行政は一方で、は一般行政から独立し，他方では

「教育権」を侵してはならないという特殊な立場にある

が，第4の「条件の3整備確立」というのは，このような

「教育行政の特殊性からして，それは教育内容に介入す

べきものではなく，教育の外にあって，教育を守り育て

るための諸条件を整えることにその日擦を置くべきであ

る」注27ことを窓旅している。

それでは，教育行政が行なってもよい諸条件の整備と

はどの程度までをさすのであろうか。ここでは， r教育
事務会内的事項 (interna教育内容，方法など)と外的事

項(externa施設，財政，教職員人事，学校編成など教育

を助長するための諸条件)とに区別しJ，注目「教育行政権

による権力統制jは，外的事項すなわち教育の『外的条件

の整備』に及んでもいし、が，内的事項におよんではなら

ない」嗣9と定めたものと解するのが最も有力である。問。

教育基本法を全体的にみると，かなり広範潤の教育分

野について考慮がはらわれており r明治以来の教育を
その間有の領域のなかで自足するものとみる通念をたち

切って，ひろくゆたかな文化的基礎のうえに教育の発展

をもとめていること」出lが知れるが，これこそが，戦後

の社会教育の大きな指針となっているのである。

i主 1有念主主音，教湾関係法!I，前t苦言寄， 13頁
i主 2教資法令研究会，教育謀本法解説， 59]{ (淘立議院，昭和22年〕
注 3街i溺， 25]( 

注 H 芝回新， r教育器本法繭文」一教育基本法，前持議， 66頁
注 5教育法令研究会，教育義本法解説(前掲議)28頁

注 6掠良f曲一，教湾法規， 119頁i滅文霊主新光社，昭和37年〉
注 7教脊法令研究会，教育議本法解説 f前掲警)60頁
注 8間前， 63頁

注 9際]前， 67頁

注10隠前， 67頁

主主 11有倉遼吉，教育潟係法 II(前掲著書)32]( 

注 121認前， 32頁
注 13間前， 33頁

注 141南部， 33頁

浅 15教育法令研究会，教育基本法解説〈鏑掲著書)69]( 

注16宮原誠一， r教育の方針」ー教育基本法(前掲議)114頁
主主 17三井為;6<:， r社会教育J-1詩語審， 229頁
注 18阿前， 228]( 

注 19相良俄‘，教育法規(前掲著書)129頁

主主20宗像誠也「教育行政J一教育議本法(前掲著書)279頁
法 21この点についての詳しし、説明は，教育法令研究会…教育基本法解

議 278]{で述べられており，その抜穆l土宗像誠也「教育行政J

一教育基本法280~互にある。

法 22宗像誠也「教湾行政」一教育基本法(前掲著書)280民

主主23有倉滋古，教育関係法1I(官官持番)130]( 

法24教脊法令研究会，教育さ査本法解説(語審掲議)130]( 

主主25宗像誠也「教育行政」一教育基本法(繭掲著書)288]( 

?主26r不当な支配jが f教湾機の独立Jをえま味することは，文部省関
係者のE盟会における答弁にもみられる一策 92帝関議会衆議段教
育基本法委員会議事録，昭和22年3月14日 12]{

法27教育法令研究会，教資基本法解説(喜志掲著書)131]( 

桟 28兼予仁，教育法(瀦掲喜善)124]( 

何百，宗像誠治「教育行政j教育基本法〈毒事掲著書')300]( 

j注29兼子仁，教育法(前掲著書)124主主
同旨，宗像誠也， 教育と教育政策 81]{(岩波新著書408，昭和36

年〉

注30しかし実際上内的事項・外的事項のIZ2iUl主必ずしもflJ:確化されて

はおらず，今後の研究にまっところが大きい。

法 31EI以誠一 f教育の方針J一教予著書塁本法〈前掲警)115]{ 

4. 教務基本法の性格

教育基本法は，他の法律と異なった性格をもってお

り，その1は「教育基本法の準憲法的性格Jであり，そ

の2は「教育基本法の教育宣言的性格」である。

教育基本法の準憲法的性裕についての主要な根拠は二

つある。

まず，昔話l定の擦のいきさつ，国会においてなされた議

論の中にその根拠がみいだせる。告禁法制定議会で衆議院

の一委員が「憲法の中に一章を加えて，教育の自主性，

機会均等，義務制度などの事項を明確にしたい」仰とい

う要望に対し，文部大臣は r教育に関し一章を設ける
ことは憲法全体のふり合いからみて不渡当である」加等

の理由で賛成しなかったが r他方文部省において教育
に関する大方針…について教育根本法ともいうべきもの

を早急に立案して議会の協賛をえたい」出(傍点原文)と

いっている。叉，教育慈本法の制定議会においても，文

部大箆は. rその他の教育法令はすべてこの法律に掲げ
る目的援びに原則に員Ijって制定せらるべきものj出と説

明している。

教育基本法の内容からの根拠づけもある。その前文に

「日本国憲法の精神に員Ijり…この法律を制定するJとあ

り，この法律が「全体として憲法の具体化規範すなわち

録法の付属法律ともいうべき性格をもっていることは疑

いないJoi't5更に第11条(補刻)には.rこの法律に掲げ
る諸条項を実施するために必婆がある場合には，適当な

法令が制定されなければならない」とあり. r各種の教
育法規は，基本法の施行法ともいうべき性格をもっJi't6

ことからも，準憲法的性格が根拠ずけられる。

次に教育笈言的性格についてみよう。教育基本法に

は，他の法律にみられない前文を有し，新策法の下で、の

国民が理想とする人間の育成を実現するための新しい決

意が格調高くうたわれている。したがって，条文の表現

も始象的な部分が多く，又「道徳的，倫理的な性格の強

い特殊な法律」注7 として位置づけられる。そして他面で

は r過去において教育勅語が教育の目的を宣明する法
規範を帯びた結果として，それに代るべきものを制定し

以って教育者の拠りどころを与えるj協ものでもある。

すなわち，戦前の教育勅語にかわるものと考えてよし

したがって教育笈霞的な性格を明確にもっている。

教育基本法は，以上の事柄から教育に関する園内での
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最高法規であるといえよう。

ところで，こうした教育基本法の性格をとりわけよく

理解し，尊重しなくてはならぬ立場にあるのは，教育行

政当局でなくてはならなし、。しかるに教育基本法にたい

して，教育行政当局はそれをきりくずさんとしたばかり

か，廃止しようとすらしてきたので、ある。このうごきを

代表するのが，昭和 26年サγフラγシスコ講和条約以

後の文部行政である。

その最たるものは，教育委員の公選制から任命制への

切りかえ念含んだ，教育委員会法の廃止，地方行政組織

及び運営に関する法律の制定にみられたように，教育基

本法の精神や条文に違反するような教育関係法を制定す

ることによって，基本法を骨抜きにする方法である。凶

更に，いわゆる「期待される人間像Jにみられるよう

に，教育基本法を無視した全く別個の教育笈雲的なもの

を作成したり，又は「教育基本法そのものを改怒するか

廃止すること，すなわち w立法による教育童基本法改
慈J1J践10をなそうとするうごきもみられた。

こうした教育基本法制の破壊工作の思想的な根拠とし

て，清瀬文松が，教育基本法は「世界人として，コスモ

ポリタンとしてよいが，忠誠や親孝行が掲げられていな

い点で，日本国民の教育目的として足りないと主張し

た」注1まことに端的に表われている。このような怒想は，

民主的な教育の発践の立場からみると明らかに後退を意

味しており，こうした発想からくる教育基本法のきりく

ずしのうごきには常に心して，断図守り通さなくてはな

らない。この点において社会教育関係者もその例外では

ありえない。

i主 1H奪回守-r教育基本法はど号してできたか」一教資基本法(前掲
議)46~ 

主主 2教育法令研究会，教育基本法解説〈前掲喜善)15]司

法 3riij前

注 4衆議院教予言基本法案審議会議事録，昭和22年3月14日2頁

注 5有倉遼宮「教育基本法の車韓首霊法的性格J7-8頁(有倉遼吉綴，教
育と法律，新番手論，昭和36年)

主主 6 101前， 12~ 

注 7隣国守 r教育築本法はど号してできたかJ一教育基本法58主主
注 8 宿中耕太郎，教育造基本法の理論 36-37~

主主 91河E2，鈴木英一 f教湾基本法研究案内」一教育義本法346頁
注訪問喜弘 346頁

注目罰議， 347資

第2輩社会教育法

1. 社会教育関係法

教育基本法制の下で，多種多方面にわたる教育法が制

定された。これは前述の教育基本法第 11条の反挟であ

り， r蔵接教育基本法を実施するために制定された法律
以外の法規はまずなし、oJ!lol
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これらの法律は教育法叉は教育関係法と称ぜられてい

るが，更に学校教育関係法，社会教育関係法，教育行政

関係法の三つにおおよそ大別できる。

「社会教育関係法は，普通次の四つの法律をさすJolE2 

1.社会教育法 昭和24年 6月制定

2. 図書館法 昭和25年 4月制定

3. 博物館法 昭和26年12月制定

4. 青年学級振興法昭和28年 8月制定

これらの法律問にはもちろん上下関係はないが，各法

律の第1条をみると，社会教育法は「教育基本法の精神

により…」とあるのに対し，後の3者は「社会教育法の

精神に基き…」としており，社会教育法が後3者の源と

なっている。叉，社会教育法は，社会教育全般にわたる

対象領域をもち，制定も最も早く，社会教育関係法の中

心をなしている。つまり形式的な簡は加として，実質的

には，

i図書館法

態法→教育基本法→社会教育法→(博物館法

l青年学級振興法

という一連の系列があることが知れる。注8

ここでは社会教育関係法の中心である社会教育法につ

いて主に考重要してゆく。

注 1 有倉ま重吉，教育関係法II(前掲意書)140頁

注 2 同旨， 1調官事， 143-144~ 

他に1 ポーツ振興法，文化財保護法を加えて考える場合もある。

有念慈官「教育基本法被則j一教資基本法(前掲番)321-322]主

主主3 隠18'，福原国彦，械設社会教育行政 32~ (第1法規，昭和39年〉

2. 戦前の社会教育に対する反省

社会教育関係法は数のうえでは少ないが，学校教育関

係法と並んで，教育基本法の下で重要な一分野を占めて

いるのである。

実際，教育勅語の下では各種の学校令が中心だった戦

前の状態よりも，教育基本法制下に占める社会教育の比

震はかなり高まっており，学校教育に偏重していた戦前

における教育の反省の具体的な表われとみることができ

る。

社会教育は燦史的にみて，学校教育の「補足J，r拡張J，
f代佼J，そして学校教育「以外J!lol としてとらえられ，

あくまで学校教育の従属的な存在で、しかなかった。戦前

の勤労青少年を対象とした「青年学校制度Jにみられる

ように，教育の中に階級性を持込んだ複線裂の教育制度

を維持するために，教育の機会均等の婆求に対するかく

れみのとして，社会教育はその存在を保ってきたのであ

る。出もちろんこうした側面は教育基本法制下において

も払拭されたわけではないが，社会教管は，戦前に比較

してかなり独自性をもっ存在として認められるようにな
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ったといえよう。

一方，社会教育関係法規の制定時期をみると，社会教

育関係法の中で最も卒く制定された社会教育法が昭和24

年6月で，教育基本法が制定されてから2年3カ月をへ

た後であった。学校教育関係法のや心である学校教育法

が，教予言基本法制定と同時に定められているのに比絞す

ると，社会教育の法制化がかなりおくれたことになる。

これは一概に社会教育軽視の側面からのみとらえること

ができず，むしろ戦前の社会教育に対する反省の結果と

とることができる。

戦前は「社会教育すなわち社会教化」波3 と考えられ，

国家の利益や方針に従うよう国家の統~iljや干渉が加えら

れるのが普通で?あった。戦前の青年団体活動等にそうし

た傾向を強くみることができる。出こうした教化的社会

教育を排徐するためには，国家権力そのものを社会教育

の分野から排徐する必要がある。したがって，社会教育

関係事項の法制化は，国家権力を社会教育の分野に再導

入してしまうような要図となるが故に，法制化に呉論も

あり，僚主震に扱われていたのであるo!!o

このように，社会教育関係法が，学校教育の補助約側

面と国家権力による教化的側面という戦前の社会教育の

主要な二つの側面に対する反省のうえにたって制定され

たという点は，主重要な事柄としておさえておく必要があ

ろう。

i主1 小JII利夫 f社会教育の総織と体制J50]'1-(小)11利夫・1守的史郎
編，社会教育議論，号BWi限害警，昭和39年)

注 2 fdji:'f，橋口菊 f社会教育の概念J-1111鎚， 31 r~ 
注3 関節， 17.i'[ 

注4 恒]~，中島太郎，社会教育行政論 54 兵(有斐筒，昭和 30 年)

注 5 寺中1'，雄，社会教育法解説， fl'Hr (社会留意警，昭和 24年)

3. 社会教育法制定まで

戦前「社会教育に関する忽括的な法律はなく，その都

度行政措震まで事が遼ばれていたJ!!1状態から，社会教育

法制定までの道程の概絡をたどってみよう。

戦後社会教育改革の源流を求めるとすれば，昭和21年

4月に連合国最高指令官に提出された「第1次アメリカ

教育使館回報告書」であろう。

もちろんこれ以前に文部省等において社会教育の改革

の構想がだされている加が，これらはいずれも「国体護

持J闘を前提としており，教育勅語の範閣内での改革に

すぎない。いわば「弱体護持」のために社会教育が利用

されたかたちで、あり，阪戦後の民主教育との聞に大きな

不整会が存在している。

「第1次アメリカ教育使節団報告議Jをみると，紘多方

面にわたって民主的教育の原則を示しているが，その中

に「成人教育jという題で社会教育について特に一章設

けている。髄

この報告蓄をてがかりとして教育の兵体的改革の作業

推進にあたる f教育刷新委員会jが，昭和21年9月，内

喜男総理大院の下に組織されたが，そこでも社会教育の援

要性が認められている。委員会は「教育基本法に関する

ことを建議しているが，その際，教脊基本法の条項の中

に，社会教育に関する事項をとりいれるべきことを明記

しているJott6 これが結局教育基本法の第7条(社会教

育)に生かされ，教育基本法の中に社会教育がはっきり

位置ずけられた。叉河特に制定された学校教育法 85条

においても，社会教育の学校施設利用の道を開いている。

この段階で，社会教育法の制定が現実の問題になって

くる。 I文部省としても，学校教育に主主ぶ震姿な教育分

野として社会教育に関する法制を整備する必要があるこ

とを感じその兵体的構想について研究中であった」。設7

一方，教育刷新委員会は，特別委員会を設けて社会教

育に易号する事項を調変し審議したが，この特別委員会が

まとめた最も重要なものとして I社会教育振興方策に

ついてJ(昭和22年4J'1)がある。これは「社会教育の

中心的課題を構成するあらゆる部商について兎解が示さ

れ…社会教育法の骨子となるものj協であった。

文部省はこれを基礎にして涼案を作成したが Iこれ

らの法案が図書館及び博物鎮の社会教育をも含めた，社

会教育行政に関して総合的に規定する性格のものであっ

たJ。伽「後に長話番館・簿物館については別の法律を制定

することになった」注10ので，それらを徐いたものが社会

教育法として国会に提案された。

社会教育が「社会教育体系の確立を民擦として立

案j注11された経過の概略は以上のようなことで、あった

が，文部省が社会教育法案の国会提出をふみきらせたの

は，昭和 23年7月に制定された教育委員会法との潟遂

においてであった。この法律は地方教育行政制度を規定

した画期的な法律で、あったが，教育委員会がいかなる社

会教育活動を行なうかは全くふれておらず，その 49条

に「教育委員会は左の毒事務を行なう」として，その14-5} 

に「社会教育に関することJとあるだけであった。それ

は，教育委員会の業務のやに占める社会教育の比重は非

常に小さく，その内容があいまいであるとの印象を与え

るが， これは地域との結びつきを主重視する社会教育行政

にとって致命的な損失となる。したがって社会教育法案

の提出は I教育委員会における社会教育事務のJ主体的

明示を昆的J設12としてなされた要因が非常に大きい。注13

注 l 三労為友「剥・会教育J-数手守護本法(前掲著書)229頁
主主2 例えば昭和20年9月15日に文部省が発表した「新日本建設の教

育方針jがある。

主主3 この点に自書する詳しい叙述は勝田守一「教育基本法はどラしてで

きたかjー教育基本法(議拘議)r33-37渓参照j
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注 4~三井為友氏は「社会教育」ー教育基本法 231 J'l:におし、て「新日本

建設の教育方針」について「敗戦による他闘の占領のもとで『学

校教育に対しては相当の予告喜一が加えられる』ことが予想、されるの

で，このさい米総織・不定裂な社会教脊に大いにカを注いで『筋

金のある閲体護持の教育計画Jをたて，長期にわたって神社中心
の社会教育に護送するという5決主主に根ざしていた」と評価してい

る。

i主 5しかし， ii豪邸主吾維の所論(栓会教腎の主体一月刊社会教育-~盟土

約一飽和44年 12月号82mのように，内容溺におし、て今一つ総

心さに欠けていたことはそ百めなし、。

i主自中島太郎，役会教育行政論(吉宮潟著書)118頁

注 7寺中fl'雄，社会教育法解説(前掲議)19-20].'! 
i主 8中島太郎，社会教育行政論〔滋掲議)123災
I主 9閣議， 129].'! 

I主10この点についてのE盟会における説明は，社会教育法を議言語した限
和24年 5月 10日の衆議磁文教委箆会における文部省からの提案

灘rn...寺中作雄「社会教育法解説J…32].'!参照
注 11寺中ff雄，社会教資法解説〔前掲懇)24頁
主主 12[母溺 24s{

討:13他にア-'9ヵ占領政策の転換も大きな婆凶として考えられる

4. 社会教育法制定!の可否について

ところで，社会教脊法は本当に必要であったのである

うか。社会教育は本来国民の自主的な教育活動であり，

その自主性を最大限尊愛しようとする場合，国や地方行

政の関与する余地はなく，法律で社会教育を規定する必

要はないはずである。

にも拘らず，社会教育法が制定されない方がよかった

と考えることはできない。それはいかに自主的な学潔活

動といえども，行政の役割を否定し去ることはできない

からである。その理由は次のようなことが考えられる。

その 1は学習の場の問題である。戦前の間体中心的な社

会教育や，戦争による破壊の結果，社会教育関係施設・

設俄は著しく不足しており，その充足は菌や地方公共団

体のカをかりなくてはならなかった。その2は，教育の

機会均等との関主主である。社会教育が完全に民間に帰せ

られた場合，広範な階層に対して等しく利用できるよう

な突体上の築付けが必ずしも存在しない事情も考えら

れ，社会教育を守ワ育てるサーどス行政としての条件整

備が必要になってくる。以上の 2点を行政がより意欲的

iこも充足しようとする場合法律化が必要である。三権分

立制の下では，行政は法律の忠実な執行を義務づけられ

ており，法律によらない行政は著しくカの弱いものであ

る。それは財政的な奥付けを求める場合は特に顕著に表

われるといえよう。

しかし社会教育法の存在を肯定するには，大前提とな

る理念がつらぬかれていなくてはならない。

5. 社会教育法の根本理念

社会教育への行政の関与のしかたは特にむずかしい

が，その姿勢は教育基本法第10条における「条件整備j

の原刻を厳守するものでなくてはならない。

こうした教育慕本法の原則は，社会教育法制定の直前

に制定された文部省設置法にもうけつがれている。すな

わち，第5条2項に「文部省はその権限の行使に当っ

て，法律(これに基く命令を含む)に別段の定めがある場

合をど除いては，行政上及び運営上の監督を行わないもの

とする」と規定されている。

社会教育法の立案に際しても，こうした点で配慮のあ

とがうかがわれる。法案提案理由の説明の中で，文部翁

社会教脊局長は次のように述べている。

「元来社会教育は，~民相互の関において行われる自

主的な自己教育活動でありまして，政府並びに地方官庁

は，その活動が自主約に活発となって，国民の教義水準

が自ら高まるように側面より助長奨励する役舗をもつも

のでありまして，いわば政府や地方官庁は，溺民のため

の良いサーピス機関となることを期せんとするものであ

ります」。滋「右の観点によりまして，本法案には，政府

及び地方官庁が是非関係を持たねばならぬ惑についての

み規定するに止め，その他の部面においては，これを法

律の湾外に置き，なるべく放任して，徒らに不必要な拘

束や干渉に主主るような規定を避けたので、ありますJoi"E2

この説明の中に，社会教育行政のあり方の本質が語ら

れているように怒う。それは一口でいえば 1援助する

が干渉しない (support;no control)Ji"E3という原則であ

る。これこそが社会教育法の根本理念なので、ある。

こうしたことが当時の文部省関係者によって述べられ

ていることは意義深いが，社会教育法の内容がかかる根

本理念を厳守しているかというと，必ずしもそうではな

L 、。

注 1 寺中作雄，社会教育法解説(鶏掲議)2トー30:0:
注 2 間前， 30J'l: 

1主3 三三井為友 f社会教育」ー教育基本法(官事掲懇)237頁

6. 社会教育法の内容と制定後の改正

社会教育法は制定当時6意から構成されている。各章

の'骨子は次のとおりである。

第1掌(総別)はまず社会教育の8的(第1条)，役会教

育の定義(第2条)を述べ，交に「国及び地方公共間体の

社会教育に関する任務の大織を規定し，つづいて市町村

及び都道府県の教育委員会の社会教育に関する事務を詳

細に列記してJ設1いる。

第2章(社会教脊関係留体)は，いわゆる「公の支配」

に属さない「社会教育関係の各種の図体と菌及び地方公

共団体との関連について規定している」。出ここでは「国

及び地方公共団体は，社会教育関係図体が，自主的に行

なう諸事業を促進，助奨すべき役割をもつものであり…

その反面…不当に統制約な支配や干渉を加えたり，補助

金を与えて財政衛よりその毒事業を拘束することのないよ
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うこれを禁じている」。注3(第四条，第13条)

第3意(社会教育委員)は，社会教育に関し，教育委員

会に助言する機関として都道府県及び市町村に社会教脊

委員を種差くことができることについて規定している。

第4主主(公民館)は， I公民館の民的，卒業，運営方針，

綴員の取扱等を切らかにする」取とともに，国の財欲的

援助についても述べられている(第 35条)。ここでは，

公民館は市町村における校会教脊の総合的中心的施設と

して位置づけられ，第20条から第42条までを占め，各

主主の中で最も条文も多く，社会教育法の中心的な存夜と

なっている。

第5掌(学校施設の利用)では「国又は公立学校施設の

公共性を明らかにし，学校教育は支障のない限り，充分

に社会教育のために利用されるJ尚道が関かれている。

第6意(社会通信教育)では，文部大院が社会教育に奨

励すべき通信教育について認定し，それに対していろい

ろな使笠を与えて，通信教育の発換をうながしている。

各条文のうち，全体をみわたすのに特に重要きと忠、われ

る第1条，第2条について解説を加えておこう。

第1条(この法律の呂的)では， I教育基本法の精神を

汲み，社会教脊においても，教育の根本方針は学校教育

の場合とその根源をーにしていることを切らかにしj泊

ていることを注目すべきであろう。

第2条(社会教育の定義)では四つの側面から社会教育

の範囲を定義づけている O

(イ)学校の教育課程として行なわれる教育活動以外の

ものである。

(ロ)主として青少年及び成人を対象とする。

(ハ)組織的教育活動である。

(ニ)体育及びレクリエーショ γを含む。

とあ仏教脊基本法第7条で規定した社会教育の範囲よ

りかなり狭くなっている。注7

なお，昭和26年に最初の大きな社会教育法改正があ

り， I社会教育主事及び社会教育主事補」という章が祭3

2意として加えられ，全体は7i雲から構成されるように

なった。社会教育ヨ三事に関する制度は，社会教育法制定

以前に存在したが，それがこの段階で法の中にくみこま

れたものである。帥ここでは，社会教育主事の綴務とし

て「社会教育を行なう者に専門的技術的助言と指導を与

える。但し命令及び監替をしてはならないJ(第9条の 3)

と規定されている点が役目される。

国会で特に議論がなされた改正としてはこの昭和 26

年の改正の後，青年学級振興法の制定，更に教育委員会

法の廃止をへた昭和 32年に2問自の改正が，そして昭

和34年には3回目の改正がなされている。

この一連のうどきにおいて，社会教育法口社会教育行

政の根本理念たる「援劫はするが干渉はしない (sup-

port ;li9 no contrnlli10)Jの原刻がいかなる変化をとげて

きたかを主に国会衆参の文教委員会の社会教育法案会議

録を参考にして述べてゆこう。

主主 1寺中作雄，社会教育法解説31;;r 
主主 2苅瀦， 26主主
注 3阿部， 32 yt 

注 41司吉弘 2忠一27災

注 5，員1喜弘 2nミ

注 61認前， 46頁

注 71司同，中島太郎「社会教育行政論」ー(前掲童書)7-8ヌ
法 8，j、)11車i夫「社会教育の組織と体制」一社会教育講義(前掲意書)84 
頁参R電

波 9間 pportの昂¥1mを以下 rt重助」の表現を用L、る。
法 10no controlの原刻のcontrolを以下 f干渉」の表現で用L必。

7. ["干渉Jの強化の倶JJ語

社会教脊法制定から 10年間に行なわれた3回の大き

な改正において， I干渉しなし、」という原則は次第に後

退してきたといいうる。

しかし，社会教育法制定の擦でも，この原則はかなり

文部省当局者に自覚されていたのであろうが，なお不徹

底なところがあり，原案に対しいくつかの修正がなされ

ている。主な点をあげてみよう。

(1) 市町村教育委員会の事務(第5条)の内容を王示した

項自の中で I社会教育に必要な指導及び助言jという

のを「援助」という表現にかえた。

(2) 市町村ではない法人の手による公民館の設緩や廃

止の手続きを， I認可jから「届出」に改めた(第6条，

第26条等)。

(3) 社会教育委員を教育委員会が委嘱する捺，教育長

の推薦が必要とされていたが，その制限をとり去った(第

15条)。

(4) 社会教育委員会は教育長への助言機関とされてい

たが，教育長をへて教育委員会へ助言する機関に改めら

れた(第17条)。

昭和初年の最初の大きな改正では，社会教育主事に関

する I宝容が加えられたが，このことについて「干渉」の強

化であるという反対意見は少数意見で，原案通り可決さ

れている。形式的な規定という限界はあるにせよ，社会

教育専門職員として位置づけられる社会教育主事規定の

新設そのものは，積極的意義をもつものと考えられる。

しかし，その後青年学級振興i去が，勤労青少年の自主

的学濁の場である青年学級に対して，一定の条件を整え

たものに闘が補助をすることを規定したことにたいし，

共主主党・社会党・日本青年団体連絡協議会出資協)など

国会の内外でかなり強い反対意見がみられた。その反対

玉県也君ピ要約すると， (1)定時制高校教育の補充的側衝が感
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じられる月1(2)青年の自主的な活動に関し国が画一的な

枠をはめることになる。 (3)教育の霞家統制に結びつく

可能性がある等，戦前の青年学校約弊容と，国家による

「二子渉Jの強化を恐れる戸であった。出

昭和 31年，政府が教育委員の蕊接公選制を規定した

教育委員会法を廃止したことは，教予言に対する「干渉J

を強化するものとして，多くの批判をあびたが，その後

昭和 32年の社会教育法改正は，社会体育団体へ閣の補

助金を支出する道を暫定的に開いたもので，改正の範囲

は小ざかった。

昭和 34年の改正は最も広範に及ぶ改正で，社会教育

主事の市町村必重量昔話や，公民館の運営基準及び社会教育

専門織員たる公民館主惑に隠する事柄を士見定したのが主

主きな点である。この改正案で「干渉Jの強化とみなされ

るのは次の諸点である。

(1) 第9条の5の社会教育主事講習において，従来講

習は大学その他教育機関が行なうことになっていたの

を，文部大臣や都道府県が直接講習を開催できるように

しようとしたが，この改正は実現しなかった。

(め第13条(社会教育審議会への諮出)は，憲法第四

条(公の財産の支出，利用の制限)との関連や，公の支配

に潟さない社会教育関係団体の自主的な活動を拘束しな

いように設定されたもので，社会教育関係団体への補助

金交付を制限した規定であったが，原案はこの条文を削

除するものであった。これは補助による団体活動の進展

よりも「二子渉」強化の懸念が強く，又慾法的条違反の

疑義もあったために，削除はなされなかった。しかし，

その条文の内容からみて，弾力的な解釈が可能になり，

実質的には，社会教脊関係団体への補助金交付の道が閃

かれたといえる。

(3) 第17条(社会教育委員の職務)において，社会教

育委員の職務は，従来教育委員会への助言機関であった

が，原案は青少年教育への指導と劾言を与えるよう織務

の拡大がもりこまれていた。これは社会教育活動の自主

性をおかす危険があるが，原案は可決され，現在に三去っ

ている。

以とのように r一千渉」の側衝は次第に強まってきて
いるといえよう。

他方，これまでみたとおり，制定時， 34年改正時に，

政府E草案は清子ではあるが修正がなされているが，これ

は「干渉強化の可能性Jに対する抵抗の結果とみること

ができる。

こうした原案の修正に対して，文部省当局は，制定時

と改正時では，態度が大憾に異なっていることが知れ

る。制定時に，参議院で修正されたカ所は 10指に余る

が，修正に対する文部省の態度を答われた際に，当時の

社会教育局長は rこの修正によりまして，全体の条文
のパラ γスもよくとれてまいりましたし，また社会教育

を振興してゆくうえにおいて，たいへんけっこうな形に

かえていただいた」と答弁している。加

これに対し，昭和例年の改正時での同じ::t留の質問

に対し，当時の文部大沼は， r率直に申しまして，原案
の方が突は望ましいjとし，修正に対し非常な襲撃色を示

している。出

しかし r干渉」の強化t工法の改正のみによって強化
されるのではなく，全く変っていない条項の解釈の変化

によっても強化されているのである。

ここに，文部省関係者によって警かれた2掃の社会教

育法解説蓄がある。一つは，社会教育法制定当証寺社会教

育課にあった寺中作雄氏の著 f社会教育法解説J，今一つ

は，昭和 34年改正当時文部大臣官房にあった宮地茂氏

の箸「改正社会教育法解説Jである。官官者と後者の関に

は 10年の間隔があるが，この間文部省の社会教育法に

対する解釈は大幅に異なる。その一例ああげてみよう。

第1条(この法律の目的)のところで，寺中氏は r本
法は国又は地方公共団体が社会教育に参加する場合その

任務の限界内容を切らかにしてその活動範翻に法的秩序

を設けんとするものである(傍点引用者)J出といってい

るのに対し，営地氏は r社会教育についても，国，地
方公共団体は単に傍観すべきではなく，積極的に相当程

度関与の権利と義務と友任を有することを明白にしたも

の(傍点引用者)J凶といっており，問者の間には大きな

姿勢の差がみられる。

この相違は以下の条項の解釈にも大きな影響を及ぼし

ている。その一例をあげると，第3条(国及び地方公共

E主体の任務)のところで， その任務を「施設の設震及び

遼営，集会の開催，資料の作成，頒布その他」と規定さ

れているが，寺中氏はこれを r国及び地方公共団体の
なすべき任務の限界(傍点引用者)J注7 としているのに対

し，営地氏は関及び地方公共団体の任務の rf7iJ示(傍点
引用者)J注8と解釈している。つまり寺中氏は，国及び地

方公共団体の任務は第3条に示されている事項に限られ

ているのに対し，営地氏は，これらはごく一例にすぎず

次第によってはいくらでもその範屈を拡大できると解釈

している。

したがって，簡を頂点とする権力から社会教育を守っ

てゆこうとする場合，法改正のみならず，法解釈の方に

も着目してゆかなくてはならないのである。
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f主1 この点l土予若年学級綴興法案の提案理mli党拐の聖書に，定時制隠校に
ゆけない人々がその対象であるとの印象を引する内容のことが述

べられている。第 16富司会衆議院文教委E司会議事録一青年学級振
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興法案， I穏萌128年6月308，寺中政府委良の補劾説明

注2 間関，昭和28年7月初日 10頁，同'J7月 21日3PJ:

主主3 第15"盟会衆議院文教委員会議事録第23王手，限和24年5月初日

9頁

注4 第21~司会衆議院文教委員会議事録第 14 号，昭和 34 年 3 月初日

5]'{ 

注5 寺中作雄，社会教育法解説〈議縄慈)46j.:J: 
注6 宮地茂，改lE社会教育法解説51頁(会日本社会教育i車合会，昭和

34年

法7 寺中作法，社会教育法解説(吉官事者懇)53 PJ: 

注 8 宮地f主，改正社会教育法解説(筒掲選)56J'{ 

8・ 「援助jの原良IJの不徹底

今一つの大原別である「援助」についてみると，これ

も制定時既に不徹底なところが指摘され修工とされてい

る。第4条(社会教脊に関する留の地方公共団体に対す

る援助)1前条の任務を達成するために，必要があると認

めるときは，国は…地方公共間体に対し，予算の範関内

において，財政的援助並びに物資の提供及びそのあっ施

主ピ行うことができるJ(傍点引用者)との原案について，

援助を怠る逃道に利用される可能性のある傍点の部分を

とり去って r援助」の規定の強化が計られた。出
昭和26年の改正の際には， r干渉」の強化を心配する
意見よりも，社会教育専門職員設置に伴う閣の「援助j

規定が伴わないことを不満とする意見が強かった。

青年学級振興法制定の際にも， r援助」函からの反対
意見もみられた。その 1は，青年学級法制{とによって，

青年学級自体を非常に貧弱な施設に国定化されはしない

か加という懸念であり，今一つは，手続きが複雑なわり

には補助額が少ないという指摘で、あった。注3

そして昭和 34年の改正の際にも，社会教育主事の必

置制(第9条の 2)，公民館の設霞及び運営上必要な基準

を定めておきながら(第 23条の 2)，前者はそれに伴う財

政的負担を保障する何らの規定もない。後者の場合も，

それに伴う財政的負担に対する国の援助について第35

条に示されている。しかし昔話定時には「援助する」とさ

れていたのが r援助することができるJ(偏点引用者)
に変更され， r援助」の原良せはあいまいなものとなって
おり，改正に伴う後退は明らかである。

このように，制定持から昭和 34年までこの法律が論

義されるつど，国の財政的なうらづけが足りない点、が数

多く指摘されてきた。これに対して政府(文部省)は，国

や地方の財政を圧迫しないこととか， 6・3制実施の進度

を遅らせないこととかを優先して考えた。出このため，

文部省社会教育担当者の国会における答弁も非常にはぎ

れの惑いものであり，せっかく法制化した社会教育法も

かんじんの「援助」の面ででは全くおよび駿であるとい

える。

しかし，さかのぼってみると，教育基本法の法制化の

際に，社会教育の分野への「援助」に認する商品滋がどの

程度なされていたであろうか。教育基本法第10条(教育

行政)において， 教育行政の役部りは「条件整備jにあ

ることが規定されている。これはかなり具体的なひびき

をもった表現である。宗像誠也氏の解釈によると， r教
育財政の磯保の努力は，中央・地方を通じて教育行政担

当者が懸命にしなければならないことであり，国民は第

10条を根拠として当然このような要求を出す権利をもっ

ているj法るという内容を含むものである。社会教育も当

然この中に含まれている。

ところが，教育基本法第7条(社会教育)においては，

行政の役割りは「奨励」とされ，かなり扮象的な表現で

示されている。有念遼吉氏はこの「奨励」について，rこ
の規定は奨励を受くべき具体的な権利宏一般に賦与した

ものではなしづ。「したがって奨励しなければならない義

務を履行されないからといって，思民がこれを請求する

権利はないj加としている。社会教育の内容をより蕊接

的に規定すると考えられがちである第7条において，こ

のような表現が佼われ解釈がなされている点に，社会教

育の大きな弱点があることが感じられる。教育基本法の

段階で，相三予感するようなこつの解釈が，言宗像誠也，有

倉遼吉とし、う代表的な二人の学者によってなされてお

り，すでに社会教育に対する「援助」の原則は大きな蹴

騒を生ずる要素をはらんでいる。

そして，社会教育法をみると，行政の役割りはここで

は「潔境の醸成(第3条)Jにあるとされており，法律が

実際の社会教育事業に近つ。けば近づくほど，表現が抽象

的になってくるという逆の傾向がみられる。

「条件整備Jr奨励Jr環境の醸成」という一連の表現
は， r援助jの原郎のみならず「子渉せず」の原則も伺
特にあいまいにするものであり，これまでみてきた「千

渉Jの強化を積穣的にする大きな婆凶になってしまてい

る。討すなわち，社会教脊法のあゅんできた姿は，文部

省設置法にうたわれたサーピス機関としての姿勢とはう

らはらに，極力援幼をさけ，指導聞の強化を計ろうとす

る全く逆立ちしたものと言わざるをえない。

注 1 同様の修正が策35条(公民鎗の補助)についてもなされている。

注2 第諸国会衆議院文教委民会会議総〈宵年学紙振興法案)昭和28年

7月21日3Jli参照
主主3 この点、については，教脊委員会関係者がしばしば指摘するところ

ごはあるが， t測定待の盟会において，阪筒のことが論議にのぼっ

た記録はない。ただし深沢タマエ議員がこれに近い発言をしてい

る。一策16"盟会参議波文教委員会会議主主(脅年学紙振興法案)昭
和28年8月4臼4-5交

注4 例えば第5園会衆議院文教委民会における社会教育局長の答弁に

あらわれている。一様i議事録昭和24年5月19日4頁

注芦像誠也「教育行政J一教湾義本法〈菰掲藩)299頁
注 6 有倉怒古，教湾関係法II(鈍掲童書)109 Jli 

注 7 Iまぽ悶皆， il華街秀綾 f社会教育行政の本質と課題J(現代日本の
社会教育一法大出版局，昭和42年)28PJ: 
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9. その他の問題点

社会教育法は，先に触れたように，社会教育行政の内

容な明らかにすることがその目的であったが，はたして

そうした自的を充分達成しているのであろうか。

j法を詳しくみると，かなワあいまいな点が多い。例え

ば，都道府県教委と市町村教委の業務の区別が必ずしも

明礁ではないし，市町村教委の社会教育課で行なう業務

と公民館で行なう社会教育業務の関係も不明確である。

更に，社会教育委員と公民慾運営審議会の関係もあまり

スッキリしない。叉，社会教育主事が指導助言をする籾

手が誰なのか，公民館主事の身分は，格付は，社会教育

関係団体とは…等についてもあいまいであることは，多

くの人々の既に指摘するところである。注1

結局，社会教育法は，その根本理念もつらぬかれてお

らず，その実際的目的たる社会教育行政の内容の明確化

についてもまだまだ不充分といえよう。したがって，現

在の社会教育法は，近い将来，教?軍基本法で示された教

育の理惣により近づけるかたちの手なおしが必要のよう

に恩われる。

しかし，社会教育法が，戦争の反省にたった進歩的な

側頭と，戦前の伝統をうけつごうとする保守的な側聞と

が混在しながら立法イじされたものである間とすれば，そ

うした基本的な点から改められぬ限り，よりよい法改正

などありえないと震うべきであろう。

討， 1例えば，社会教手手法このあいまいなるものー「月刊社会教育J(筒

掲幾〉昭和39年7月号17l!l:，臼ifif本からみた社会教育法の問題

点，同Z乙昭和44年 11月号88頁

注2 伺旨，横UJ宏，社会教脊このあいまいなるものーおいたちからあ

いまいであったー潤左， 23双

第3輩社会教育の立場からみた教育基

本法

1.教育基本法の社会教育適用への基本的姿勢

国民の自主的学習活動である社会教育活動を円滑にす

すめてゆくためには，行政の姿勢として必要な原則があ

ること，そしてそれが社会教育行政のあり方を規定した

社会教育法において，必ずしもつらぬかれてきてはいな

いことをみてきた。

しからば更にさかのぼって，教育基本法をみた場合，

社会教育行政のありうべき姿がうきぼりにされてくるの

であろうか。教育基本法が学校教育基本法たることは疑

う余地はない。詮1その学校教育の立場からみた教育基本

法も決してその理想がつらぬかれているわけではな

い。注Z社会教賓の立場からみた場合にも同様のことがい

える。すなわち，教育基本法制定特に社会教育に関して

今一つの配慮がほしかったと考えられる点がいくつか指

摘できる。

その 1は，第3条(教育の機会均等)についてである。

この条文をみると，あくまで学校教育の次元で教育の機

会均等が考えられており，社会教育の学校教育に対する

檎助機関化をふせぐところまで，その配慮が及んでいな

いように思われる。

その21土，学校教育専門職員(教員)については，第

6条(学校教育)でその身分に関する規定があるにかかわ

らず，社会教育専門職員については，何の規定も存在し

ない点である。

その 31土，官iJ節末尾でみた，社会教育行政に関する;規

定に，第7条，第10条の 2様があり，関連がはっきワ

しないことである。

しかしこうした不備な点を指摘する前に，教育基本法

の特殊な性格にたち返って考えてみる必要がある。すな

わち，教育笠設的性格と望書奇襲法的性格をもっている。そ

のために，規定も多岐にわたり，抽象的表現にならざる

をえず，具体的な商での適用な考えた場合，ヲヒ分意をつ

くせない点があることを認識しておかなくてはならな

い。教育基本法を考える者の立場としては，むしろこう

した多岐にわたり抽象的な表現の中から，社会教育の理

想、をみいだすために積極的な解釈を行ない理論化してゆ

くことが大切である。教育基本法は，歴史的経過からみ

て，民主的教育をおしすすめようという国民の決意を土

擦として制定されたものであり，それがとりもなおさず

社会教育の向ってゆかなくてはならない方向だからであ

る。

しかし実際j二は単に穣極的解釈と理論化だけでは不充

分で，不断の突践を通じて，反動的な解釈を封じこめる

ことによって，盟主君、をつらぬいてゆく姿勢が必要きであろ

う。

注 1 教袴の一般際限を述ベた商1:<:，官事 1条，努 2条，告書 11条を除く

全条文に学校教宵に関連する規定が含まれている。

(12 例えば慾法でl主主主務教育l土無官室とする(第26条〉と規定されてい

るのに，教育さま本法では「義務教育については授業料はこれを徴

収しなし寸としかしていない点があげられる。

2. 教育基本法の社会教育への適用

以上のような綴点にたち，官官述の3点、について積極的

な適用を考察する。

第1点，教育の機会均号事についてみよう。教育基本法

第7条は，社会教育の自主性を規定したものと解釈でき

るが，第3条の規定は当然それとの関連において，社会

教育の学校教育に対する補助機関化をふせぐ意味を含ん

でいると解釈すべきである。これは単に社会教育だけの
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問題ではなく，学校制度の複線化，袋小路化をふせくや大

切な解釈であり，この点が不明確な状態の下では，学校

教育の民主的発展もありえない。しかし青年学級振興法

の制定等の状況をみると，社会教育の独自性は守られて

いるとはいい難い。

第2点，社会教育専門職員に関する規定についてみよ

う。第6条(学校教育)2項に述べられている学校教員に

対する身分保証の競定は，学校教員に限らず，広く教育

関係専門職員の身分保証について述べられていると拡大

解釈されるべきである。社会教脊主事が，教育公務員特

例法において学校教員と同様に遇せられていることは，

まさにこうした解釈が生きているものといえよう。しか

し，その他の社会教育専門職員(公弐館主事等)は，教育

公務員特例法の適用をうけないこと，社会教育専門職員

は教育委員会事務局という行政機関の中の一員として位

置づけられ，しかも事務局内の位震づけがはなはだあい

まいなこと等の実態が一方にあり，第6条第2項の適用

範囲をより拡大し，身分保証を厳密iこする解釈を理論化

し，克級してゆく必要がある。

第3点は，社会教育行政に関係する規定が第7条と第

10条にあり，両者にみられる解釈j二の相違や，どの部分

でどちらが優先して適用されるのかという問題である。

第7条は，社会教育についての直接的競定であり.f也の

条項よりとりわけ関係が深い。そこにおける「奨励」を，

先に述べた有倉氏のように住民の請求権とは震接結びつ

かないと解釈することについて，知る限り納得のゆく根

拠が示されておらず，より積極的解釈も可能でーあろう。

しかし，たとえ有倉氏の解釈のとおりであったとして

も，第7条は，社会教予干の定義，範関，独自性を述べた

ものであり，社会教育行政について述べた条文と考えら

れる「奨励」は，それ自体社会教育行政のあり方を最終

的に規定したものではないと解釈する。つまりそれは，

社会教育の内容について，全面的に優先して解釈する必

重さはなく，他に社会教育にとってより理想的な内容の条

項があればそれを優先して，社会教育への適用を考えて

もさしっかえないということである。第 10条は，もつ

ばら教育行政のあり方について規定したものである限り

社会教育行政も当然第7条の関係規定に優先して適用さ

るべきである。

第10条の中にこそ社会教育行政の理想、が求められる。

その一つが第2項の「条件整備確立」であるが，今一つ

は，第1嘆の中の「不当な支配に服することなく，国民

全体に対し直接責任を負って…」という条文の内容から

くるものである。この規定の基盤になっているのが，第

1次アメリカ教育使館[ill報告審である。出その中から関

係部分をひろってみよう。

(1) 各都道府県に教育委員会又は機関が設立され，一

般民衆の投票の結楽選出された代議的公民によって構成

されるよう勧告する。

(2) 我々は…行政的管理権の削減を提案する。このこ

とはカリキュラム，教授法，教材及び人事に関する多く

の現夜の管理権を，都道府県及び地方的学校行政単位に

移管せらるべきことを意味する。

(3) 文部翁の機能を内務省から絶縁すべきである。

(4) 教師には他の公民のもつ一切の特権と機会を与え

るべきである。任務を立派に果すには教部は，思想、と~

論と行動の自由をもたなくてはならぬ。伽

要約すると.(1)は教育の民主化を， (2)は教育の地方分

権化を.(3)は教育行政の一般行政からの独立を.(4)1主教

育行政からの(教員の)教育権の独立を示したもので，こ

れが教育行政に関する大原別である。注8この大原則を社

会教育の立場から吟味してみよう o

(1)の具体化である教育委員の公選制は，社会教育にと

りわけ必要な地域住民の意志の直接的反狭のために非常

に震婆な原別である。

仰の地方分権化についてみると，社会教育は住民の自

主的活動であり，地域的にみても著しく多様性がある。

その状況の下では，図言書館，博物館といった伝統的にそ

の役割りが明機化している施設運営は別として，公民館

活動や，各種障体活動等について国が劃一的な枠をはめ

る必要はなく，むしろ弊害をもたらす可能性が濃い。地

方分権はまさに社会教育にとって不可欠の原則といえ

る。

(3)の一般行政からの独立は，官僚統制による地域住民

の教化の余地を与えないためにも，教育委員会や社会教

育専門職員が独自な立場で住民に接する点、からも犯され

てはならない側面‘である。

(4)の教育擦の独立については，社会教育の場合学校教

育と異なった事情がある。社会教育専門職員に教育をす

る権利があるか否かは議論の余地が多い。兼子仁氏は，

社会教育主事に教育権の主主要な分野である学習内容綴成

機があるか否かについて.r教育の専門性というものが，
社会教脊の場面で確立されてくれば(あるのは)当然のこ

と(( )内引用者挿入)J出と述べており，社会教育専門職

員にも教育権の独立が理論的には認められてよいと考え

られるo

しかし教育権を議論する以前に. r指導助言権の指持
軍主督権からの独立」注δがある。これは教育の専門性を最

少限守りうるE京別である。社会教育毛主門職員が，教育委
員会事務局の機構の中の一員として位置づけられている
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現状では，この原則は社会教育専門職員の活動の使命を

制するほど重要なものである。

社会教育専門事議員が理想的な活動をするには，この間

つの際則が同時に厳格に守られる必要がある。社会教育

が，地域住民の自主的活動であり，叉学校教育のように

民主的教育を守ってゆくための強力な教育専門家の築関

(教節団):がいまだ存在しない事情を考えると，学校教育

の場合以上に民主主義的に整備された機構が必要なので

ある。

第 10条 1演はこれらの原則がもりこまれており，社

会教育行政の腹想、をここに求めることができる。従来，

教育委員の直接公選告U.一般行政からの独立，教育権の

独立号事がこの条文にもりこまれていることは，多くの解

説警において強調されてきたところであるが，地方分権

の原則はあまり強調されて来なかった。社会教育にとっ

てこの深刻が{訟の原則と同様の比重で第 10条に含まれ

ていると解釈しなければならなし、。

こうした社会教育行政の理想に対して現実はどうであ

ろうか。教育委員の直接公選制わずか8年でほうむり去

られ，サーピス機関たる文部省は，中央集権的権力行政

を意図しているふしが多く，一般行政との分離について

は，教育委員会制度は存続しているものの，青少年教育

についてみると，形骸化している部がある。すなわち，

脊少年教育を，青年非行の観点からとらえ，青少年対策

の一環として一般行政の枠内にくみこまれてしまってし、

るということであり，教育委員会の一般行政に対する従

属性が強まってしまっている。そして教育公務員たる社

会教育主導主は，その専門性を無視され一般行政職員と問

様の扱いしかうけていない例も数多くある。榔結局，四

つの原郎がどれーっとして満足に守られてはいないので

ある。こうしたことになってきた一関として，第 10条

でなされた解釈を理論化し実践して克服しようとする姿

勢の欠徐があったことは否めないであろう。

教育基本法は学校教育基本法であって，社会教育基本

法たりえないとする解釈がもしあったとすれば，改める

べきであろう。

それは，放長田新氏が「教育基本法の精神を発燥させ

たら，そこに世界援史の現段階において最も完全な教育

学が成立するだろうJll'1と述べているように，社会教育

にとって教育慈本法はそのよりどころとする人間の理想

像や国家観を求めうるものだからである。

注 1 伝l~ ， ::IA像誠&r教育行政J-教育基本法(前符幾)277 ~ 
注2 アメリカ教育使節間報告を議第3翠， fJJ害事及び中等教育行政よりii<
紫，近代日本教育制度資料第18巻543-544翼〈講談社，昭和23

年)

注3 これを民主化，分権，独立といラ3隊則としてとらえるのが普通
のようである・・・ 32像誠也，教育行政一教育さま本法 278~

注 4 対談，教育殺事Iに怒む〈兼子仁， IDfB~圭) 86廷一月刊社会教ずy，

E葉土全上，昭如43年 9月号

法 5 11'子仁，教育法(議掲議)113主主

注8 災野県喬木村でおこった社会教予言主事の一般行政への格下げ西e~立

転換はその代表約な例である。

法7 長国製fr教育基本法論文J一教湾基本法〔前掲警)67;i 
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